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事　業　計　画　書

（第　　　版）
	会社名
	

	代表者名
	印

	住所
	

	電話番号
	

	連絡者名
	

	（会社概要）

	設立年月日
	
	資本金
	万円

	株式額面金額
	円
	発行済株式数
	万株

	従業員数
	名

	事業内容
	

	経営理念
	


（注）1.本様式は、中小企業大学校の様式、事業計画書作成の手引き（ＶＢＳ研実務支援分科会編）などを参考に作成したものです。

　　　2.自分の事業計画書作成の際は、内容に合わせ様式も工夫を加えてください。

　　　3.表、グラフは、ＥＸＣＥＬで作成して貼りつけると効果的です。
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１.　事業化の背景と経緯

	　

　■なぜ、この事業を始めようと思ったのか？」「どういうところにチャンスがあると思ったのか？」など、事業にかける熱意を記述します。

■事業化へ向けた熱意がしっかりと伝わるような書き方をするのがポイントです。




2.　事業内容　―　商品.サービスの特徴を中心に詳細かつ分かりやすく記入します。
	（1）事業概要　―　事業コンセプト、事業モデル（事業構造）等を簡潔に表現します。
　　①　事業コンセプト

· １～２行の簡潔な文章で表現してください。

　　②　事業モデル

· 事業モデル（事業構造）を図示してください。

（2）新規性　―　商品・サービスや技術などの新規性や独自性をアピールします。

　　①　商品・サービスの内容

■従来の商品・サービスと何がどう違うのかという観点から詳細に説明します。

■それが、顧客にとってどんなメリットになるかということが重要です。

2 技術・ノウハウの特徴

　■従来の標準的、基本的技術・ノウハウとどう違うのか差別点に重点をおいて新商品・サービスの基盤となる技術・ノウハウの特徴を説明します。

■専門的な表現はできるだけ避け、分かりやすい表現にします。
　　

　　③　知的所有権　－　知的所有権（特許、実用新案権、意匠権等）があれば、記入します。
権利の種類

取得中・出願中

登録（出願）年月日

権利の内容（名称・概要など）



	（3）実現性　―　商品・サービスの実現可能性を記入します。

1 開発・商品化の実現段階

　■構想段階、開発段階、試作段階、商品化段階等のどの段階にあるかについて説明します。
　■まだ商品化されていない場合は、商品化までに要するコスト、期間を説明します。

2 製造の実現性

　　　■製造技術・量産技術の確立状況や設備の概要、今後の課題などにより、製造面の実現性について説明します。
　　　■アウトソーシングを利用する場合は、アウトソーシング先企業の実績、能力等について評価し説明します。
　　

3 販売の実現性

■ユーザー評価、引き合い状況、契約・受注状況、販売実績について説明します。
　■ユーザー評価はマイナスの評価も記載し、マイナス事項の対策について検討します。



	（4）価格戦略
■顧客の値頃感にあった価格か、競争相手との比較で競争力があるか、その価格での事業か成り立つかどうか等について検討して適正な価格を設定します。
■価格戦略をもとに「（検討表）2事業･商品別売上･利益計画」を記入してください。
■何度かシミュレーションを繰り返し、価格の妥当性を検討します。

	（5）競合性　―　競合商品・他社状況、他社商品との比較（強み・弱み）、他社の参入を防止するための方策についても記入します。
■全く新しい製品・サービスだと考えていても、どこかに類似の製品・サービスがあるものです。冷静に調査し、競合する類似商品、サービスの名称、企業名を記入してください。

■類似の商品・サービスと比較しての優位性、弱点を整理してみてください。検討にあたっては「（検討表-1）競合他社･商品分析表」に記入し検討してみてください。

■当社と他社との違いを明確にするため自社の位置づけを明確にしてください。

■縦軸と横軸の物差しは適宜考えてください。（例えば、価格と性能、価格とサービス、価格と利便性、健康志向とグルメ度、接客時間と親しみ度、利便性とマニア度　等）

（例）　　　　　　　　　価格

性能

（高い）

　　　　　　Ｂ社

　　当社

（一般９

　　　　　　Ａ社

　　　

　　　　（プロ用）

　　　　　Ｏ社

（安い）

      ■他社参入が自社商品に与える影響を特定し、前もって具体的な対応策を検討しておきます。                                                                   

	（6）市場性・成長性
　①　対象とする市場の規模・成長性
　　　■市場全体の状況を押さえたうえで、個々の商品・サービスの市場規模の推移を説明します。

■これまでの市場規模の推移だけでなく、専門家の意見を取り入れ将来の展望についても計画に反映させます。

■商品開発や価格設定の市場規模への影響にも注意します。
　　②　市場ニーズ・購入者層

　　　■ターゲット市場のニーズや具体的な購入者層を想定し、自社の商品・サービスがどのようにニーズを充足できるのか説明します。また潜在的なニーズについても記載します。
　　　■ユーザーの声から顕在、潜在ニーズを把握します。
3 市場規模、シェア計画

　　　■対象とするマーケットセグメントを明確にし、その中でのシェアの獲得計画を記載します。


3.　事業スケジュール

	（1）年度別アクションプラン　－　年度ごとの実行計画を記入します。
　　

実施事項
第１期
第2期
第3期
（平成　　年　　月期）
（平成　　年　　月期）
（平成　　年　　月期）
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　


	（2）販売計画
1 販売方法と販売促進策　－　下記の事項を検討し、記入します。
■顧客　―　 どのような顧客層をターゲットとするのか明確にします。顧客層をどこに絞り込むのによって客単価や商品の品揃えが違ってきます。

■商品　―　 顧客層や立地条件などによって、どのような取扱商品やサービスにするか決めます。

■販売方法（チャネル）　―　直営店販売／卸業者／通信販売、個人／法人対面販売／セルフサービス、インターネット販売などの繁忙方法を検討します。
■立地　―　　業種や顧客層にマッチした立地を選びます。また、立地にあった取扱品、販売方法など検討します（小売業）。どのようなルートで販売するか検討します。

■販売条件　―　 現金、掛け売り、手形売上など、どのような条件で販売するか検討します。

■営業時間　―　 営業時間をどうするか検討します。

■在庫―　 在庫をどれだけ持つかは、資金繰りに影響します。少ない在庫で回転をよくする方法を検討します。
2 販売計画　－　商品別年度別の販売計画を記入します。
■事業の成否を左右するものであり、希望的観測ではなく実行性の高い計画にします。

■「（検討表）2.年度別事業・商品別売上・利益計画」も参考にしてください。
■客観的チェックも重要です。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
商　　　品
第 1期
平成   年   月期
第 2期
平成   年   月期
第 3期
平成   年   月期
合　　計



	（3）仕入・購買計画　－　下記の事項を検討し、記入します。
　　■次の点について検討します。

· 何を　－　売れ筋商品と販売戦略に沿った商品の確保が可能かどうか検討します。

· どこから　－　必要な時期に必要な商品を安定供給してくれる仕入先を検討します。

・ どんな条件で　－　 現金、買掛、手形等の仕入サイトを検討します。

・ 計画的に     過剰在庫は資金繰りを圧迫します。計画的な仕入方法を検討します。

■品質、価格、納期、更には、企業として信頼性、安定性も考慮します。

	（3）設備投資計画　―　必要な不動産、機械、店舗設備、什器等の購入について記入します。

■設備投資の意義、生産計画、投資採算性を考えて長期的な経営計画のもとで策定します。

■一時資金が不足する場合は、リースの利用も有効です。
■資金計画、利益計画と合わせて十分な検討が必要です。
　　　年度別設備投資計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
設備投資の内容
第１期
第2期
第3期
（平成　　年　　月期）
（平成　　年　　月期）
（平成　　年　　月期）
購　　入
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
購入合計
　
　
　
減価償却費予定額
　
　
　
リース等
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
リース等合計
　
　
　


	（ （4）人員計画・人件費計画

■事業を進めていく上で、どんな仕事を担当する人が何人必要か、どのような雇用形態にするか検討します。雇用形態としては、社員、派遣社員、パートタイマーの活用等があります。

· 開業時には、従業員の確保が難しい時期なので募集の方法も検討してください。

年度別人員計画･人件費計画
（人件費単位：千円）

科　　目
第１期
第2期
第3期
（平成　　年　　月期）
（平成　　年　　月期）
（平成　　年　　月期）
人員数
社員
　
　
　
派遣
　
　
　
パート等
　
　
　
合計
　
　
　
人件費
社員
　
　
　
派遣
　
　
　
パート等
　
　
　
合計
　
　
　


	（5）研究開発活動　―　現在までの研究開発の概要、実施中の研究開発の内容・技術上のネック、今後の主な研究課題などを記入します。

   


4.　財務計画
	（1） 開業資金調達計画　―　開業時の必要資金を整理し、その調達方法を検討し記入します。
開業時資金調達計画書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
必 要 資 金 額

金　額
調  達  方  法
金　額
店舗、工場、事務所等の取得費等(a)

　
金融機関借入れ
　
　＜内訳＞
　
＜内訳・返済方法＞
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
機械、備品等取得費(b)

　
自己資金
　
＜内訳＞
　
＜内訳･返済方法＞
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
商品仕入、経費等運転資金(c)

　
その他
　
＜内訳＞
　
＜内訳・返済方法＞
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
      合           計
　　

　
　


	（2）利益計画　―　年度別の計画損益計算書です。

■事業計画書の他の項目との整合性に注意してください。

■この損益計算書は「まとめ用」として用い、最低でも直近１年間分は、別途エクセルなどで月別の損益計算書を作成し、納得いくまで、何度もシミュレーションを繰り返すと効果が高まります。
　　計画損益計算書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
科　　　　　目
第１期
第2期
第3期
（平成　　年　　月期）
（平成　　年　　月期）
（平成　　年　　月期）
①売上高
　
　
　
　
②売上原価
　
　
　
　
③売上総利益（①－②）
　
　
　
経　費
④人件費
　
　
　
　
⑤減価償却費
　
　
　
⑥研究開発費
　
　
　
　
⑦広告宣伝費
　
　
　
　
⑧その他の経費
　
　
　
⑨経費合計
　
　
　
⑩営業利益（③-⑨）

　
　
　
⑪営業外損益(支払利息等)

　
　
　
⑫経常利益（⑩+⑪）

　
　
　
⑬特別損益
　
　
　
　
⑭税引前利益（⑫-⑮）

　
　
　
⑮法人税等
　
　
　
⑯当期利益（⑭-⑩）

　
　
　


	（3）資金計画―　年度別の計画キャッシュフロー計算書です。　
· 運転資金の過不足状況や設備投資計画の妥当性などを判断します。

· 資金が不足しがちな場合は、計画そのものを見直すことに加え、事前に効率的な資金調達スケジュールを検討しておく必要があります。

· 利益計画と同様直近の1年分は月別計画を作成し、詳細な検討をします。

年度別資金繰り計画書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
科　　　　　目
第1期
第2期
第3期
（平成　　年　　月期）
（平成　　年　　月期）
（平成　　年　　月期）
①前期繰越（金）
　
　
　
キャッシュ
インフロー
売上
現金売上
　
　
　
売掛金回収
　
　
　
その他収入
受取利息・配当金
　
　
　
その他
　
　
　
②合　計
　
　
　
キャッシュアウト
フロー
仕入
現金仕入
　
　
　
買掛金支払
　
　
　
その他支出
人件費
　
　
　
研究開発費

広告宣伝費
　
　
　
その他の販管費
　
　
　
支払利息
　
　
　
法人税等
　
　
　
③合　計
　
　
　
④キャッシュフロー増減（②-③）

　
　
　
投資財務

支出
固定資産購入
　
　
　
借入金返済
　
　
　
その他
　
　
　
⑤合　計
　
　
　
⑥現金過不足（①+④-⑤）

　
　
　
資金調達
出資
　
　
　
借入金
　
　
　
その他
　
　
　
⑦合　計
　
　
　
⑧次期繰越（金）（⑥+⑦）

　
　
　
　

	（4）長期計画　－　中長期的な事業の展望、株式公開について記載します。


5.　重要な課題・リスク・前提条件　

	· 本ビジネス実現のための前提条件や起こる可能性のる重要な問題やリスクを明らかにするとともに、対応策も提示します。

· 問題点、リスクに関する情報は、事業を成功のために解決すべき課題を明らかにするため役立つ重要な情報です。ありのままにあげてください。

· 問題点、リスクが明らかになったら、その解決方法を検討してください。

　


6. 添付資料

	· 事業計画書の補足資料として有効なものを添付してください。

例えば、
1 新聞等への記載記事

2 特許・実用新案、商標等の知的財産の資料

3 商品リスト

4 商品の写真

5 顧客リスト

6 店舗・工場等の図面資料

7 建物・設備・機械等の見積もり等創業資金算定の基礎資料
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